
証明書を請求する正当な理由がある場合の添付書類（疎明資料）について 

 

l 債権がある場合など 

Ø 契約書の写しを添付してください。インターネット申込などで契約書がない場合、

印刷した資料にその旨を記載してください。さらに、法人名称を記載し、代表者印

または法人印を押印し、「契約内容に相違ない」旨を記載してください。 

Ø 契約時と請求時の法人の名称が異なる場合は関係性が確認できる書類を添付して

ください。 

Ø 業務を委託または債権を譲渡している場合は業務委託契約書の写しまたは譲渡契

約書の写しを添付してください。 

 

l 相続人を調査している場合など 

Ø 法定相続情報一覧図（法務局のホームページにリンクします）や戸籍謄本の写しな

ど、関係性が確認できる参考資料 

 

l 申請者が法人代表者の場合 

Ø 登記事項証明書、または代表者事項証明書（作成後 3か月以内のもの） 

 

l 申請者が法人代表者以外（従業員など）の場合 

Ø 法人代表者が作成した委任状、または社員証・在籍証明書など

https://houmukyoku.moj.go.jp/homu/page7_000013.html

